[bookmark: _Hlk239276153]給与事務の効率化・DX推進・BPOに関する情報提供依頼（ＲＦＩ）

１．背景
[bookmark: _Hlk239276229]本市では、職員の給与事務について、業務負担の軽減、属人化の解消、業務の効率化を目的として、給与事務全体の見直しを検討しております。現行の業務には、紙の手続きやシステムへの手入力が残るなど、DX推進の余地があると考えています。
[bookmark: _Hlk239276292]また、職種や給与体系が複雑であるため、給与計算業務が煩雑化しており、制度改正や人事異動の際の対応にも課題を抱えています。このような状況を改善するため、給与事務の効率化、DX推進、外部委託（BPO）等を含めた広範な方策について情報提供をお願いしたいと考えています。
[bookmark: _Hlk239276347]本情報提供依頼は、給与事務における効率化およびDX推進に資する方策について、広く市場から情報を収集し、今後の検討材料とすることを目的としています。

２．目的
本情報提供依頼書の目的は以下のとおりです。

（１）給与事務の効率化やDX推進の可能性についての情報を収集する。
（２）現行業務の改善に資する具体的な手法（BPO、システム導入・改修、電子化、運用支援など）を把握する。
（３）当市規模に適した提案の有無を確認する。
（４）導入にかかる費用感や条件についての情報を得る。
（５）事業者の実績や提案可能性を広く収集する。

３．現在の課題
本市の給与事務における主な現状と課題は以下のとおりです。

（１）給与事務全体での人的・時間的負担が大きい
担当職員が限られており、繁忙期（年度末・年度当初、賞与や年末調整の時期）には業務負担が集中しています。
　　また、繁忙期ほどではないものの、その他の期間の月例給与でも相当な作業時間を要しています。

（２）属人化による影響
専門性の高い業務知識や複雑な処理手順が一部の担当者に依存する傾向があり、法改正や人事異動の際に円滑な対応が難しい場面があります。

（３）紙の手続きや手入力の存在
一部業務で紙媒体による申請・確認が残っているほか、複数のシステムや帳票間での転記、再入力等が必要となっており、事務負担増や入力誤りの要因となっています。　
（例：通勤届（通勤手当）、給与振込口座登録、年末調整、給与明細配付等）

（４）職種・給与体系の複雑さ
職員区分や勤務条件、支給対象者が多様であることから、給与計算や確認作業に相応の手間を要しています。
（例：育休者、病休者、派遣職員、時短勤務者、時給の会計年度任用職員）

（５）関連システムが複数存在し、給与システムとの連携が十分でない
給与関連業務においては、住民税、各種控除、年金・保険関連手続等に関する複数の個別システムを利用しているものの、給与システムとのデータ連携が十分でないため、確認、照合、再入力、個別操作等の事務負担が生じています。

（６）誤り発生時の確認・修正作業に負担が大きいこと
給与計算や控除処理等に誤りが生じた場合、関係資料やシステム間の数値確認、再計算、差額調整等に多くの時間を要しており、特に共済関係の処理において負担が大きくなっています。

（７）社会保険・共済関連の定例・随時処理が煩雑であること
標準報酬月額の改定事務をはじめ、各種届出や確認作業について、制度上の正確性が強く求められる一方で、手作業による対応が残っており、負担となっています。

（８）休業・休職等に伴う関連事務が個別処理となっていること
産前産後休業・育児休業等に伴う給与減額処理、共済掛金免除、駐車場使用料の控除停止、組合費控除の停止等について、相互に連動した処理が難しく、それぞれ個別に対応する必要があるため、事務負担が大きくなっています。

（９）通勤手当事務に手作業が多いこと
通勤距離の確認・算定や、実績支給対象者の１日当たり支給額の算出等について、外部サービスや手計算に依存する場面があり、事務処理に手間を要しています。

（１０）年末調整事務の負担
年末調整においては、担当者が十分な知識を持たない場合でも制度改正への対応が求められるほか、市独自フォームによる電子申請の仕組みを運用しているため、制度変更時にはフォームの改修も必要となります。また、月例給与業務や１１～１２月の期末・勤勉手当等の処理と同時進行で対応する必要があるため、業務負担が集中しやすい状況にあります。

【参考】システム対応範囲
　・市独自フォーム：基礎控除等申告書、保険料控除申告書
　・人事給与システム：申告書作成、取込用データ作成、加工後の取込用データ取込、源泉徴収票作成、税務署提出用データ作成等
・手動処理：制度改正等に伴う市独自フォーム改修、申告書印刷、記入例等配付資料作成、天引き分控除データ処理、提出後の申告書等チェック（電子・紙の両方）等

４．対象業務
報提供を求める対象業務は以下のとおりです。なお、以下のすべてを網羅する提案に限らず、一部業務に関する提案も歓迎します。

（１）月例給与
職員の毎月の給与計算および支払い事務。

（２）期末・勤勉手当
定期的な賞与計算および支払い事務。

（３）会計年度任用職員給与
会計年度任用職員に関する給与計算および支払い事務。

（４）年末調整
職員の年末調整事務。

（５）社会保険・共済関係
社会保険料や共済掛金の計算および関連事務。

（６）各種控除・附随事務
住民税、個人型確定拠出年金（iDeCo）、生命保険料控除関係情報、駐車場使用料、組合費、通勤手当等に関する確認・反映・停止・変更等の関連事務。

（７）給与明細作成・配付
職員への給与明細の作成および配付業務。

（８）問い合わせ対応
職員からの給与関連の問い合わせ対応。

（９）システム運用補助
人事給与システム及び関連システムの運用補助、データ確認、連携補助等。

５．情報提供の依頼内容
事業者の皆様には、以下の情報についてご提供をお願いいたします。

（１）会社概要
貴社の概要（パンフレット等でも可）。

（２）対応可能な業務範囲
上記「対象業務」のうち対応可能な業務について具体的にご記載ください。
部分的な対応や段階的な導入が可能な場合、その範囲をご提示ください。

（３）システム等の導入実績
自治体向けの人事給与システムや関連システムの導入実績。
他自治体でのDX推進や効率化支援の事例がある場合は、具体的にご記載ください。

（４）対応可能な規模
本市のような規模の自治体における導入実績や対応可能性についてご記載ください。
最小規模での受託条件（職員数、処理件数など）についてもご提示ください。

【参考】給与事務の本市における規模感（概数）
　月例給与：1,600人／月（正規職員：800人 会計年度任用職員：800人）
　賞与：1,300人／回（正規職員：750人 会計年度任用職員：550人）
　年末調整：1,500人（市独自フォームによる電子申請：1,200人 紙：300人）

（５）システム連携・導入条件
他の人事給与システムとの併用が可能な場合、システム間の連携条件について。
新規システム導入が必要な場合、その概要や前提条件について。

（６）概算費用
初期費用、運用費用、従量課金モデルなど、費用構造について。
規模や委託範囲に応じた費用感についてご提示ください。

（７）導入スケジュール
検討開始から稼働までの標準的なスケジュール。
導入準備に必要な期間や庁内体制について。

（８）セキュリティ・個人情報保護
マイナンバーや給与情報の取り扱いに関するセキュリティ対策。
個人情報保護のための体制や監査対応について。

（９）その他
想定される課題および解決策。
本市のような自治体における導入・効率化を成功させるためのアドバイス。

６．実施要領
（１）提出方法
以下の方法で情報提供をお願いいたします。

提出様式：自由記述形式。既存の資料を添付いただいてもかまいません。
提出方法：電子メールまたは郵送
提出先：後述の「問い合わせ及び資料提出先」をご参照ください。

（２）提出期限
提出締切日: 2026年12月11日（金）

（３）質問受付
質問受付期間：2026年11月24日（火）まで
質問方法：電子メールにてお問い合わせください。
回答方法：質問内容および回答をホームページにて公開予定。

７．留意事項
（１）本情報提供依頼は、今後の調達実施や契約を約束するものではありません。
（２）提供いただいた情報は、今後の検討材料として活用させていただきます。
（３）提供いただいた情報は機密保持に努めますが、必要に応じて庁内で共有する場合があります。
（４）提供いただいた情報について、個別にヒアリングをお願いする場合があります。
（５）提供いただいた資料等は、返却しません。
（６）本ＲＦＩの実施に要する費用は、すべて事業者等の負担とします。

８．問い合わせ及び資料提出先
京田辺市　総務部　職員課
〒610-0393　京都府京田辺市田辺８０
電話番号：0774-64-1324
メールアドレス：syokuin@city.kyotanabe.lg.jp
担当者：前田
